
議案第６号 

日進市中央福祉センター条例の一部改正について 

 日進市中央福祉センター条例の一部を別紙のとおり改正する。 

  令和２年２月２５日提出 

                       日進市長 近 藤 裕 貴    

１ 提案理由 

  この案を提出するのは、日進市中央福祉センターを地域福祉の推進拠点施設とし

て位置づけるため、日進市中央福祉センター条例の一部を改正する必要があるから

であります。 

２ 主な改正点 

（１）日進市中央福祉センターの設置目的を改める。 

（２）日進市中央福祉センターの構成施設及び事業に関する規定を整理する。 

（３）日進市中央福祉センターの利用者の資格及び利用の許可に関する規定を整理す

る。 

（４）別表の使用区分及び使用料の額の規定を整理する。 

（５）その他必要な規定の整理を行う。 
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   日進市中央福祉センター条例の一部を改正する条例 

令和  年  月  日  

条 例 第     号  

日進市中央福祉センター条例(平成7年日進市条例第22号)の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

(設置) (設置) 

第2条 地域福祉の推進拠点として、市民の地

域福祉活動を支援し、福祉の総合的な推進

を図るため、中央福祉センターを設置する。

第2条 市民の福祉の増進及び福祉意識の高

揚を図るため、中央福祉センターを設置す

る。 

 2 中央福祉センターは、次に掲げる施設をも

って構成する。 

(1) 日進市中央デイサービスセンター 

(2) 日進市身体障害者福祉センター 

(事業) 

第4条 中央福祉センターにおいて行う事業

は、次のとおりとする。 

(1) 地域福祉の推進に関する事業 

(2) 老人デイサービス事業(介護保険法

(平成9年法律第123号)第8条第7項に規定

する通所介護、同法第8条第17項に規定す

る地域密着型通所介護及び同法第115条

の45第1項第1号ロに規定する第1号通所

事業に関する事業をいう。) 

(3) 身体障害者デイサービス事業(障害者

の日常生活及び社会生活を総合的に支援

するための法律(平成17年法律第123号。

以下「障害者総合支援法」という。)第5

条第7項に規定する生活介護及び同法第3

0条第1項第2号に規定する基準該当障害

福祉サービスに関する事業をいう。) 

(4) その他中央福祉センターの設置の目

的を達成するために必要な事業 

(休館日) (休館日) 

第5条 略 第4条 略 

2 略 2 略 

3 第14条第1項の規定により中央福祉センタ

ーの管理を指定管理者に行わせる場合は、

3 第13条第1項の規定により中央福祉センタ

ーの管理を指定管理者に行わせる場合は、
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前2項の規定にかかわらず、指定管理者は、

管理上必要があると認めるときは、市長の

承認を得て休館日を変更し、又は休館日を

設けることができる。 

前2項の規定にかかわらず、指定管理者は、

管理上必要があると認めるときは、市長の

承認を得て休館日を変更し、又は休館日を

設けることができる。 

(開館時間) (開館時間) 

第6条 略 第5条 略 

2 略 2 略 

3 第14条第1項の規定により中央福祉センタ

ーの管理を指定管理者に行わせる場合は、

前2項の規定にかかわらず、指定管理者は、

管理上必要があると認めるときは、市長の

承認を得て開館時間を変更することができ

る。 

3 第13条第1項の規定により中央福祉センタ

ーの管理を指定管理者に行わせる場合は、

前2項の規定にかかわらず、指定管理者は、

管理上必要があると認めるときは、市長の

承認を得て開館時間を変更することができ

る。 

(利用者の資格) (利用者の資格) 

第7条 中央福祉センターを利用できる者は、

次の各号のいずれかに掲げる者とする。 

第6条 中央福祉センターを利用できる者は、

次の各号のいずれかに掲げる者とする。 

 (1) 第4条第2号の規定による事業のサービ

ス費若しくは事業支給費の支給に係る者

又は同条第3号の規定による事業の支給決

定を受けた者

(1) 市内に住所を有する老人及びその介

護者 

 (2) 市内に住所を有する身体障害者及び

その介護者 

(2) 地域福祉の推進に関する活動を行う

機関及び団体 

(3) 社会福祉に関係する機関及び団体並

びにボランティア 

(3) 略 (4) 略 

(利用の許可) (利用の許可) 

第8条 中央福祉センターの会議室等施設(多

機能室、視聴覚室兼研修室、和室会議室、

小会議室及び集会室をいう。以下同じ。)を

利用しようとする者は、市長の許可を受け

なければならない。また、利用の許可を受

けた者が許可された事項を変更しようとす

るときも同様とする。 

2 略 

第7条 中央福祉センターを利用しようとす

る者は、市長の許可を受けなければならな

い。また、利用の許可を受けた者(以下「利

用者」という。)が許可された事項を変更し

ようとするときも同様とする。 

2 略 

 (使用料) 

第9条 第4条第2号又は第3号に掲げる事業の

利用者(以下「デイサービス利用者」という。)

は、別表に定める使用料を納付しなければな

らない。 

(使用料) 

第8条 利用者は、別表に定める使用料を納付

しなければならない。 
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2 略 2 略 

(行為の禁止) (行為の禁止) 

第10条 中央福祉センターを利用する者(以

下単に「利用者」という。)は、中央福祉セ

ンターの利用に際しては、次に掲げる行為

をしてはならない。 

第9条 第7条の許可を受けた利用者は、中央

福祉センターの利用に際しては、次に掲げ

る行為をしてはならない。 

(1)～(3) 略 (1)～(3) 略 

(利用者の義務) (利用者の義務) 

第11条 略 第10条 略 

(利用の許可の取消し等)  (利用の許可の取消し等) 

第12条 略 第11条 略 

 (損害賠償)  (損害賠償) 

第13条 略 第12条 略 

(指定管理者による管理) (指定管理者による管理) 

第14条 略 第13条 略 

(管理を行わせる業務の範囲) (管理を行わせる業務の範囲) 

第15条 前条第1項の規定により中央福祉セ

ンターの管理を指定管理者に行わせる場合

における管理業務の範囲は、次に掲げると

おりとする。 

第14条 前条第1項の規定により中央福祉セ

ンターの管理を指定管理者に行わせる場合

における管理業務の範囲は、次に掲げると

おりとする。 

(1) 第4条各号に掲げる事業の実施に関す

る業務 

(1) 第2条第2項各号に掲げる施設の事業

の実施に関する業務 

(2)～(4) 略 (2)～(4) 略 

(利用料金) (利用料金) 

第16条 第14条第1項の規定により中央福祉

センターの管理を指定管理者に行わせる場

合における利用料金の額は、第9条第1項の

規定に定める金額を超えない範囲におい

て、指定管理者が市長の承認を得て定める。

ただし、市長が公益上の必要があると認め

る場合は、第9条第1項に規定する使用料の

額を利用料金の額とする。 

第15条 第13条第1項の規定により中央福祉

センターの管理を指定管理者に行わせる場

合における利用料金の額は、第8条第1項の

規定に定める金額を超えない範囲におい

て、指定管理者が市長の承認を得て定める。

ただし、市長が公益上の必要があると認め

る場合は、第8条第1項に規定する使用料の

額を利用料金の額とする。 

2 前項の場合において、デイサービス利用者

は、第9条第1項の規定にかかわらず、前項

において指定管理者が定める利用料金を納

付しなければならない。 

2 前項の場合において、利用者は、第8条第1

項の規定にかかわらず、前項において指定

管理者が定める利用料金を納付しなければ

ならない。 

3・4 略 3・4 略 

(読替規定) (読替規定) 
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第17条 第14条第1項の規定により中央福祉

センターの管理を指定管理者に行わせる場

合においては、第7条、第8条及び第10条か

ら第12条までの規定中「市長」とあるのは

「指定管理者」と読み替えるものとする。 

第16条 第13条第1項の規定により中央福祉

センターの管理を指定管理者に行わせる場

合においては、第6条、第7条及び第9条から

第11条までの規定中「市長」とあるのは「指

定管理者」と読み替えるものとする。 

(委任) (委任) 

第18条 略 第17条 略 

別表(第9条関係) 別表(第8条関係) 

使用区分 使用料の額 

老人デイサービス事業 介護保険法その他関

係法令及び国が定め

る基準により算定し

た費用の額 

身体障害者デイサービ

ス事業 

障害者総合支援法及

び国が定める基準に

より算定した費用の

額 

使用区分 使用料の額 

日進市中央デイサービ

スセンターにおける介

護保険法(平成9年法律

第123号)に基づく事業 

介護保険法第41条第4

項及び第53条第2項に

規定する厚生労働大

臣が定める基準によ

り算定した費用の額 

日進市身体障害者福祉

センターにおける障害

者の日常生活及び社会

生活を総合的に支援す

るための法律(平成17年

法律第123号)に基づく

地域活動支援センター

の事業 

1日につき502円 

   附 則 

 この条例は、令和2年4月1日から施行する。 


